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地価 LOOK レポートの注目ポイント 

【直近の地価動向】と【マクロ経済の視点から見通す今後の地価動向】 
 

本日、国土交通省は「主要都市の高度利用地地価動向報告 ～地価ＬＯＯＫレポート～」の

平成２５年第１四半期（平成２５年１月１日～平成２５年４月１日）をとりまとめて公表しま

した。その結果を受けまして、弊所では【直近の地価動向】と【マクロ経済の視点から見通す

今後の地価動向】についてのコメントを以下のとおりに公表いたします。 

 

■直近の地価動向について             （研究部 主任研究員 髙岡英生） 

 政府・日銀が協調してデフレ脱却に向けた金融緩和に取り組む強い意志が示されたことにより、インフ

レ対応力が強い資産への資金シフトが進んでいる。このことは、昨年１２月の政権交代以後の株価上昇に

端的に表れているが、５月２８日に当研究所が公表した「市街地価格指数」、及び５月２９日に国土交通省

が公表した「主要都市の高度利用地地価動向報告（地価ＬＯＯＫレポート）」も、不動産市場への資金流入

の動きを示唆する結果となった。「市街地価格指数」では、東京区部の商業地・住宅地で反転上昇の動きが

観測され、「地価ＬＯＯＫレポート」でも東京圏において上昇地区数が過半数を占める結果となっている。

ただし、「市街地価格指数」における東京区部の地価上昇率は商業地・住宅地とも１％未満にとどまってお

り、「地価ＬＯＯＫレポート」の東京圏（全６５地区）についても３％以上の上昇を示したのは“とうきょ

うスカイツリー駅周辺”の１地区のみであることから、市場参加者は不動産取得に対する積極的な姿勢を

見せつつも、市況を過度に楽観視しているわけではないことが読み取れる。 

 

■マクロ経済の視点から見通す今後の地価動向 （研究部 不動産エコノミスト 吉野薫） 

 現在の地価動向をマクロ経済の状況と照らし合わせると、「市街地価格指数」において地価の上昇が広が

りを持たず、上昇した地域でもその幅が小幅に留まったのは、企業の設備投資意欲が依然として低調であ

ったことが一因と考えられる。実際、５月１６日に公表された四半期別ＧＤＰ速報（１次速報）によると、

本年第１四半期は消費と外需の伸びに支えられ前期比年率３.５％の高い成長となった一方、企業の設備投

資は依然として奮わず、ＧＤＰの押し下げ要因であった。また、同時期の日銀短観や財務省法人企業景気

予測調査からも、主に製造業における設備過剰感が解消していないことが知られる。 

足下では製造業における生産拡大・在庫縮小・稼働率改善の好サイクルの兆しがようやく見え始めたと

ころであり、これが企業の投資意欲の高まりに至るにはまだしばらくの時間がかかると見込まれる。もっ

とも、「市街地価格指数」及び「地価ＬＯＯＫレポート」の調査時点以降の４月４日に日銀が発表した“異

次元の金融緩和”は、不動産投資市場における投資家のリスクオンの動きを後押しする要因となりえる。

今後も当面は、（１）「地価ＬＯＯＫレポート」の調査地区に代表される大都市の高度利用地においては、

投資家目線からの需要が集まり着実な価格上昇を見せながら、（２）その他においては、企業の投資意欲の

高まりに応じた実需の回復が見込まれる地域で下げ止まりのタイミングを窺う、といった地価の動向を見

せる公算が高い。 
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